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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第１四半期連結
累計期間

第64期
第１四半期連結

累計期間
第63期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 51,991 64,193 225,415

経常利益 （百万円） 5,035 7,340 20,626

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,817 4,621 12,901

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,371 2,557 23,340

純資産額 （百万円） 108,085 120,390 128,307

総資産額 （百万円） 235,463 279,350 265,752

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 53.32 89.55 244.04

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － 85.42 －

自己資本比率 （％） 44.9 41.9 47.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第63期第１四半期連結累計期間及び第63期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクの内容について重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、円安による輸入資材価格の高騰が継続したものの、雇用情勢の改

善、株高などを背景に緩やかな景気回復基調が続きました。海外においては、中国など新興国経済の勢いの鈍化

や、欧州でのギリシャの債務問題などによる不透明感がある一方で、米国での個人消費、住宅投資の再加速の動き

が見られ、全体的には緩やかな景気回復が続きました。

当社グループの主要顧客であります国内自動車メーカーにおきましては、北米を中心に生産、販売が伸び、海外

自動車メーカーにおきましても、欧州、アジアでの伸びが見られ堅調に推移しました。

このような状況の中、当社グループの当第１四半期連結累計期間の連結売上高は、前年同期比23.5％増の641億

９千３百万円となりました。

利益面では、償却負担などの固定費の増加が見られたものの、売上高の増加に伴う利益増や変動費率の引下げ等

の原価改善もあり、連結営業利益は前年同期比34.7％増の72億２千５百万円となりました。連結経常利益は前年同

期比45.8％増の73億４千万円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比64.0％増の46億２千１百万

円となりました。

 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

 

①合成樹脂成形品事業

合成樹脂成形品事業は、国内においては円安を背景に比較的堅調に推移し、海外ではアジア、北米で大きな伸び

がみられ、欧州でもＭ＆Ａ効果などにより伸びがみられるなど総じて好調に推移しました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の合成樹脂成形品事業の売上高は前年同期比24.5％増の580億４千７百万

円となりました。営業利益につきましては、売上高の増加による利益増や原価低減もあり、前年同期比27.8％増の

77億８千万円となりました。

 

②ベッド及び家具事業

ベッド及び家具事業は、国内においては、競争が激化するなか「シモンズベッド」としての高級ブランド戦略を

推し進め、前期並みに推移しましたが、アジアでは販促効果もあり好調に推移し、総じて堅調に推移しました。

この結果、当第１四半期連結累計期間のベッド及び家具事業の売上高は前年同期比15.1％増の55億２百万円とな

りました。営業利益につきましては、物流センター関連費用もありましたが、原価改善や稼働率の向上などにより

前年同期比28.6％増の７億７千９百万円となりました。

 

③その他の事業

その他の事業は主に新聞及び出版事業であります。当第１四半期連結累計期間のその他の事業の売上高は、出版

売上の増加もあり前年同期比8.2％増の６億４千４百万円となりました。営業利益につきましては３百万円（前年

同期は営業損失３千６百万円）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループの主要なマーケットである自動車産業については、グローバル・ベースでは特に新興市場を中心に

今後も成長が期待できますが、技術の進歩は著しく、また顧客からの要求等も市場によって多様化しているため、

そうしたニーズに応える必要があります。

そのためには、単品サプライヤーからユニット・システムサプライヤーへ成長するとともに、グローバル市場で

常に魅力ある製品を安定して提供し自動車部品メーカーとしてグローバルでの存在感を高めたいと考えておりま

す。
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また、グローバル市場における対応力を向上させるため、日本人社員のみならず外国人社員を活用したグローバ

ル化を進め、グローバル開発体制並びにグローバル財務管理体制を確立し充実させると同時にグローバル・ベース

で、もの作り能力を高めてまいります。

その前提として、社員が活躍するための土壌作りを進める必要があり、共通の目的意識を共有できる人事報酬制

度を確立したうえで、国籍、性別等にとらわれないダイバーシティを推進しなければなりません。

さらに、当社グループの企業価値を最大化するため、成長ポテンシャルのある事業ポートフォリオを構築したう

えで、売上高の伸びと収益性の向上を共にバランスをとりつつ追求していくことが究極の課題であると考えており

ます。

なお、海外拠点の拡充を積極的に進めるなか、子会社を新設するだけでなく既存の地場企業を買収することも

行っていますので、これに伴うリスク管理を平時から強化するとともに、緊急の事態にも対応・支援できる体制強

化が喫緊の課題であります。

 

(3) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、７億２百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループでは、合成樹脂成形品事業においては自動車メーカーに対する売上比率が高い水準にありますの

で、世界の自動車需要及び自動車生産の動向次第で、経営成績が重要な影響を受ける場合があります。

一方、ベッド及び家具事業では、当該事業活動を展開している日本及びアジアの経済状況によって業績が影響さ

れる場合があります。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資産・負債及び純資産の状況

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ135億９千８百万円増加して、2,793億５千

万円となりました。主な増加要因は、有価証券の満期償還等により50億５千３百万円減少したものの転換社債型新

株予約権付社債の発行等により現金及び預金の増加185億６千９百万円があったことによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ215億１千５百万円増加し1,589億６千万円

となりました。主な増加要因は、低コストで安定的な資金として調達しました転換社債型新株予約権付社債の増加

200億９千６百万円があったことによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ79億１千６百万円減少し1,203億９千万

円となりました。主な減少要因は、利益剰余金が22億４千万円増加したものの、自己株式の増加79億８千８百万円

があったことや、為替換算調整勘定が26億２千７百万円減少したことなどによるものであります。

 

②資金需要

当社グループの運転資金は、主に製品製造過程に供される原材料や部材の購入のほか、製造費用や販売費及び一

般管理費等の営業費用によるものであります。営業費用の主なものは、人件費、物流費、研究開発費であります。

これらの必要資金は、利益の計上から生み出された内部資金により賄っております。

設備投資資金については、その投資に際し、投資採算及びキャッシュ・フローを重視し実施しております。これ

ら設備投資の資金は、原則として減価償却費及び利益の計上から生み出された内部資金の一部を充当することとし

ておりますが、最近における国内、海外での積極的な設備投資については、社債発行及び外部借入で調達しており

ます。

 

③財務政策

当社グループは、健全な財政状態での自己資金及び営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力等によ

り、運転資金及び設備投資資金を賄っておりましたが、成長資金としての積極的な設備投資や資本効率性の向上・

株主還元としての自己株式の取得等に対応するため、長期でゼロコストの調達として平成27年４月に転換社債型新

株予約権付社債を発行しております。

これにより当社グループの調達手段の多様化及び低コストでの長期安定資金の調達が実現し、更に資本コストの

引き下げ効果及び設備投資効果と相俟って、今後も財務体質は引き続き安定して推移するものと考えております。
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(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識については、「(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題」並びに「(4) 経営成績に重要な影響

を与える要因及び経営戦略の現状と見通し」において説明したとおりであります。

今後の方針については、当社グループのビジネスがますますグローバル化していく中で、各市場及び顧客ごとの

ニーズをくみ上げた事業展開を図ることにより優良企業として長期的な観点から企業価値を高めていきます。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 233,000,000

計 233,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普　通　株　式 53,754,477 53,754,477
株式会社東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

　 100株

計 53,754,477 53,754,477 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

決議年月日 平成27年４月13日

新株予約権の数（個） 200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,623,188

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,520

新株予約権の行使期間
自　平成27年５月７日

至　平成32年４月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　5,520

資本組入額　　　2,760

新株予約権の行使の条件 （注）1

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は、会社法第254条第2項本文及び

第3項本文の定めにより本新株予約権又は本社債の一

方のみを譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項

①各本新株予約権の行使に指しては、当該各本新株
予　約権に係る各本社債を出資するものとする。

②各本新株予約権の行使に際して出資される財産の

価　額は、各本社債の金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）2

（注）１．新株予約権の行使の条件

① 各本新株予約権の一部について本新株予約権を行使することはできないものとする。なお、当社が本新

株　予約権付社債を買入れ、又は取得し、本社債を消却した場合には、当該本社債に係る本新株予約権を行使

す　ることはできない。

② 平成32年１月30日（但し、当日を除く。）までは、本新株予約権者は、ある四半期の最後の取引日に終

了　する20連続取引日において、当社普通株式の普通取引の終値が、当該最後の取引日において適用のある転

換　価額の130％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日（但し、平成32年１月１日に開始する四半

期　に関しては、平成32年１月29日)までの期間において、本新株予約権を行使することができる。但し、本

② 　記載の本新株予約権の行使の条件は、以下(イ)、(ロ)及び(ハ)の期間は適用されない。

　(イ) (ⅰ)株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「R&I」という。）による当社

の　　発行体格付若しくは（将来取得する場合には）本新株予約権付社債の格付がBBB（格付区分の変更が生

じ　　た場合には、これに相当するもの）以下である期間、(ⅱ)R&Iにより当社の発行体格付若しくは（将来

取　　得する場合には）本新株予約権付社債の格付がなされなくなった期間、又は(ⅲ)R&Iによる当社の発行
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体　　格付若しくは（将来取得する場合には）本新株予約権付社債の格付が停止若しくは撤回されている期間

　(ロ) 当社が、本新株予約権者に対して、発行要項の第12項第(3)号乃至第(6)号記載の繰上償還の公告を

行　　った日以後の期間

　(ハ) 当社が組織再編行為を行うにあたり、本項第(4)号③記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない

限　　り、当該組織再編行為に関する最初の公表を当社が行った日（同日を含む。）から当該組織再編行為の

効　　力発生日（同日を含む。）までの期間

２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が、組織再編行為を行う場合は、発行要項の第12項第(4)号に基づき本社債の繰上償還を行う場合を除

き、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約

権者の有する本新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で、本号①乃至⑨の内

容のもの（以下「承継新株予約権」という。）を交付する。この場合、組織再編行為の効力発生日において、

本新株予約権は消滅し、本社債に係る債務は承継会社等に承継され、当該新株予約権者は、承継新株予約権の

新株予約権者となるものとし、本要項の本新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用する。

① 交付する承継会社等の承継新株予約権の数

　組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の数と同一の数とする。

② 承継新株予約権の目的たる承継会社等の株式の種類

　承継会社等の普通株式とする。

③ 承継新株予約権の目的たる承継会社等の株式の数の算定方法

　行使請求に係る承継新株予約権が付された承継社債の金額の総額を下記④に定める転換価額で除して得

られる数とする。この場合に１株未満の端数を生ずる場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わな

い。

④ 承継新株予約権付社債の転換価額

　組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権者が得られるのと同等

の経済的価値を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権の新株予約権者がこれを行使したと

きに受領できるように、承継新株予約権付社債（承継新株予約権を承継会社等に承継された本社債に付し

たものをいう。以下同じ。）の転換価額を定める。なお、組織再編行為の効力発生日以後における承継新

株予約権付社債の転換価額は、本項第(9)号乃至第(15)号に準じた調整を行う。

⑤ 承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

　交付される各承継新株予約権の行使に際しては、当該各承継新株予約権に係る各社債を出資するものと

し、各承継新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各社債の金額と同額とする。

⑥ 承継新株予約権を行使することができる期間

　組織再編行為の効力発生日（当社が本項第(4)号③に定める期間を指定したときは、当該組織再編行為の

効力発生日又は当該期間の末日の翌銀行営業日のうちいずれか遅い日）から、本項第(4)号に定める本新株

予約権の行使請求期間の満了日までとする。

⑦ 承継新株予約権の行使の条件

　各承継新株予約権の一部について承継新株予約権を行使することはできないものとする。また、承継新

株予約権の行使は、本項第(5)号②と同様の制限を受ける。なお、承継会社等が承継新株予約権付社債を買

入れ当該承継新株予約権付社債に係る社債を消却した場合には、当該社債に係る承継新株予約権を行使す

ることはできない。

⑧ 承継新株予約権の取得条項

　承継会社等は、承継新株予約権を本項第(6)号と同様に取得することができる。

⑨ 承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　承継新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資

本金の額を減じた額とする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年４月１日～

　平成27年６月30日
－ 53,754,477 － 7,290 － 11,651

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式      640,000
－ －

（相互保有株式）

普通株式        3,300
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式   53,093,100 530,931 －

単元未満株式 普通株式       18,077 － －

発行済株式総数 53,754,477 － －

総株主の議決権 － 530,931 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、信託口が保有する当社株式217,000株（議決権2,170個）が含まれてお

ります。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社ニフコ

神奈川県横須賀市

光の丘５番３号
640,000 － 640,000 1.19

（相互保有株式）

日英精機株式会社

神奈川県川崎市中原区

宮内２丁目25－６
3,300 － 3,300 0.00

計 － 643,300 － 643,300 1.19

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 53,277 71,846

受取手形及び売掛金 43,081 43,782

電子記録債権 6,009 6,904

有価証券 6,896 1,842

商品及び製品 18,947 18,644

仕掛品 4,607 4,347

原材料及び貯蔵品 6,378 6,176

繰延税金資産 1,473 1,540

その他 6,949 7,254

貸倒引当金 △211 △211

流動資産合計 147,408 162,127

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 33,878 35,571

機械装置及び運搬具（純額） 19,162 18,826

工具、器具及び備品（純額） 4,386 4,312

金型（純額） 5,134 4,923

土地 20,432 20,364

リース資産（純額） 2,336 1,972

建設仮勘定 7,143 7,081

有形固定資産合計 92,473 93,052

無形固定資産   

のれん 4,869 4,158

その他 7,829 6,747

無形固定資産合計 12,699 10,905

投資その他の資産   

投資有価証券 8,998 9,241

退職給付に係る資産 150 117

繰延税金資産 1,119 1,130

その他 2,911 2,784

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 13,169 13,264

固定資産合計 118,343 117,222

資産合計 265,752 279,350
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 21,692 21,551

1年内償還予定の社債 226 450

短期借入金 12,340 13,274

1年内返済予定の長期借入金 1,905 1,914

未払金 6,372 4,568

未払法人税等 2,372 3,067

繰延税金負債 4 -

賞与引当金 1,474 2,333

その他 10,673 11,592

流動負債合計 57,062 58,753

固定負債   

社債 26,996 26,733

転換社債型新株予約権付社債 - 20,096

長期借入金 41,374 41,425

繰延税金負債 6,278 6,476

退職給付に係る負債 2,668 2,719

その他 3,063 2,755

固定負債合計 80,382 100,206

負債合計 137,444 158,960

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,290 7,290

資本剰余金 11,758 11,774

利益剰余金 94,877 97,118

自己株式 △1,810 △9,798

株主資本合計 112,116 106,384

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,354 2,486

繰延ヘッジ損益 60 141

土地再評価差額金 △91 △91

為替換算調整勘定 11,589 8,961

退職給付に係る調整累計額 △801 △744

その他の包括利益累計額合計 13,111 10,752

非支配株主持分 3,080 3,253

純資産合計 128,307 120,390

負債純資産合計 265,752 279,350
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 51,991 64,193

売上原価 37,123 45,876

売上総利益 14,868 18,317

販売費及び一般管理費 9,505 11,092

営業利益 5,363 7,225

営業外収益   

受取利息 59 58

為替差益 - 143

デリバティブ評価益 74 86

その他 159 249

営業外収益合計 292 537

営業外費用   

支払利息 219 232

為替差損 298 -

その他 103 189

営業外費用合計 621 422

経常利益 5,035 7,340

特別利益   

固定資産売却益 11 12

その他 1 0

特別利益合計 13 13

特別損失   

固定資産処分損 3 1

特別損失合計 3 1

税金等調整前四半期純利益 5,045 7,352

法人税等 2,085 2,463

四半期純利益 2,959 4,889

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,817 4,621

非支配株主に帰属する四半期純利益 141 268

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 206 132

繰延ヘッジ損益 - 80

為替換算調整勘定 △1,830 △2,601

退職給付に係る調整額 36 56

その他の包括利益合計 △1,588 △2,331

四半期包括利益 1,371 2,557

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,290 2,262

非支配株主に係る四半期包括利益 80 294
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

   該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 2,493百万円 3,529百万円

のれんの償却額 91 180
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,902 36  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

　（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金の金額９百万円を含めておりません。これは当社と信託

口が一体であるとする会計処理に基づき、信託口が所有する当社株式を自己株式として処理しているためであり

ます。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

 １．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 2,380 45  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金

　（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金の金額９百万円を含めておりません。これは当社と信託

口が一体であるとする会計処理に基づき、信託口が所有する当社株式を自己株式として処理しているためであり

ます。

 

        ２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成27年４月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

　　同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、当第１四半期連結累計期間において、自己株式を

　　7,999百万円（1,800,500株）取得しております。この結果、当第１四半期連結会計期間末における自己株式の残高は

　　9,798百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

〔報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報〕

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注1）
合計

調整額

（注2）

四半期連結損益

及び包括利益計

算書計上額

（注3）
 

合成樹脂

成形品事業

ベッド及び

家具事業
計

売上高        

外部顧客への売上高 46,616 4,779 51,396 595 51,991 － 51,991

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 － 0 44 44 △44 －

計 46,617 4,779 51,396 639 52,036 △44 51,991

セグメント利益又は損失（△） 6,089 606 6,695 △36 6,659 △1,296 5,363

（注）１.　その他には、新聞及び出版事業等を含んでおります。

　　２.　セグメント利益又は損失の調整額△1,296百万円は、全社費用△1,327百万円及びセグメント間取引消去

      31百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　３.　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

（参考情報）

所在地別の売上高及び営業利益は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 日本 アジア 北米 欧州 合計 消去又は全社
四半期連結損益
及び包括利益計
算書計上額

売上高        

　外部顧客に対する売上高 17,626 19,629 8,700 6,036 51,991 － 51,991

　所在地間の内部売上高

　又は振替高
1,816 1,517 11 21 3,367 △3,367 －

計 19,442 21,147 8,712 6,057 55,359 △3,367 51,991

営業利益 2,974 2,542 597 513 6,628 △1,264 5,363

 

 (関連情報）

地域ごとの売上高は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 日本 中国 韓国 アジア(注2） アメリカ 北米(注3） 欧州 その他 合計

　売上高(注1） 17,708 7,594 7,517 4,203 7,718 1,277 5,827 144 51,991

　　　(注) １.売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　　　　　 ２.アジアの数値は中国及び韓国の売上高を含んでおりません。

　　　　　 ３.北米の数値はアメリカの売上高を含んでおりません。
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 Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

〔報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報〕

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注1）
合計

調整額

（注2）

四半期連結損益

及び包括利益計

算書計上額

（注3）
 

合成樹脂

成形品事業

ベッド及び

家具事業
計

売上高        

外部顧客への売上高 58,047 5,502 63,549 644 64,193 - 64,193

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 0 0 42 43 △43 -

計 58,047 5,502 63,550 686 64,237 △43 64,193

セグメント利益又は損失（△） 7,780 779 8,560 3 8,563 △1,338 7,225

（注）１.　その他には、新聞及び出版事業等を含んでおります。

　　２.　セグメント利益又は損失の調整額△1,338百万円は、全社費用△1,377百万円及びセグメント間取引消去

      38百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　３.　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

（参考情報）

所在地別の売上高及び営業利益は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 日本 アジア 北米 欧州 合計 消去又は全社
四半期連結損益
及び包括利益計
算書計上額

売上高        

　外部顧客に対する売上高 18,002 26,062 11,425 8,703 64,193 - 64,193

　所在地間の内部売上高

　又は振替高
2,310 1,959 29 51 4,351 △4,351 -

計 20,313 28,021 11,455 8,755 68,545 △4,351 64,193

営業利益 3,603 3,735 1,260 344 8,944 △1,718 7,225

（注）　前連結会計年度まで営業外収益に計上しておりました「工業所有権収入」につきましては、当第１四半期連

結会計期間より、「売上高」に含めて計上する方法に変更しております。

　　　　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、前第１四半期連結累計期間の「日本」の「所在地間の内

部売上高又は振替高」及び「営業利益」がそれぞれ523百万円増加しております。なお、前第１四半期連結累計

期間の所在地別の売上高及び営業利益につきましては、変更後の区分方法により作成したものを記載しており

ます。

 

 (関連情報）

地域ごとの売上高は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 日本 中国 韓国 アジア(注2） アメリカ 北米(注3） 欧州 その他 合計

　売上高(注1） 18,124 11,613 9,248 4,829 9,676 2,088 8,362 250 64,193

　　　(注) １.売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　　　　　 ２.アジアの数値は中国及び韓国の売上高を含んでおりません。

　　　　　 ３.北米の数値はアメリカの売上高を含んでおりません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 53円32銭 89円55銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,817 4,621

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
2,817 4,621

普通株式の期中平均株式数（千株） 52,843 51,608

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 85円42銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ △2

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（百万円））（注１）
（－） （△2）

普通株式増加数（千株） － 2,468

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）１．社債額面金額よりも高い価額で発行したことによる当該差額に係る償却額（税額相当額控除後）であります。

　　　２．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　　　３．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　　　　１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第１四半期累計期間

270,450株、当第１四半期累計期間214,100株であります。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月６日

株式会社ニフコ

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 山 　本 　健 太 郎 　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 森 　部 　裕 　次 　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニフコ

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成27

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニフコ及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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